	


2011年7月21日《No.2594》
「国家公務員の賃下げに反対します」
賛同署名（第一次分）　234人、176団体
国公労連は、国家公務員の賃金引き下げ法案の撤回を求め、「国民負担の押し付けともなる、国家公務員の3年間10％賃下げに反対する賛同署名」を単組、ブロック・県国公でとりくんでいます。賛同署名（第一次分）234人、176団体（7月20日現在）の署名がFAXや郵送で連日届いています。現行制度にもとづかない国家公務員の賃下げ法案に反対する私たちの要求と運動に引き続きとりくみます。
「賃下げは地域経済に大打撃」
【個人賛同署名】　
	肩　書
	氏　名
	ひとこと

	JBC元日本ウエルター級チャンピオン
	小林 秀一
	国民の生活をまもりましょう。

	弁護士（山形県山形市）
	土田 文子
	現在でも国家公務員の多くがサービス残業で公のために日々奮闘しています。さらなる賃金の引き下げは生活を圧迫します。また、地方経済を支えているのは安定した収入のある公務員です。特に被災した過疎地では顕著です。地方・国家問わず賃下げは地域の経済に大打撃となりますので断固反対です。

	弁護士（東京都港区）
	四位 直殻
	東日本大震災は、公務員削減が住民・国民の安心・安全に背くことを一目瞭然にしました。賃下げは民間給与と連動して公務員はもとより国民のくらしにさらなる苦しみを強いるものです。大きな共同の力で跳ね返しましょう。

	弁護士（名古屋市）
	渥美 雅康
	憲法をふみにじる暴挙です。到底ゆるされません。震災復興にも支障となるでしょう。労働者使い捨ての政策は抜本的に改めさせないといけないと思います。

	弁護市（北九州市）
	高木佳世子
	福祉国家の実現のためにも公務員の賃金引き下げには反対です。

	東京憲法会議事務局長
	片桐 公男
	国家公務員に対する賃金をはじめとする攻撃はやがて地方公務員、民間労働者へと波及していくことでしょう。公務員バッシングに対して国民的な反撃をしていきましょう。

	横浜市民
	守谷 武子
	国家公務員の賃金削減は絶対反対です。これを許せば民間や地方公務員にも波及し、経済をさらに悪化させ、日本全体を冷え込ませてしまいます。大震災を利用して、政府は公務員の賃金を切り下げ、消費税の増税を公言しています。とんでもないことです。政党助成金をやめよ。大企業の「ため込み金」を出させよ。軍事費を削減せよ。

	横浜市民


	恩田 隆史
	政府が行おうとしている公務員賃金の切り下げは、何の道理もなく許されるものではありません。経済への悪影響は必至であり、民間労働者の立場からも、この要求と運動に賛同します。

	東京都八王子市民
	山田 繁子
	被災地で家族を亡くされたり行方不明のなかでも不眠不休で公務公共サービスをなさっていられる姿に頭が下がります。公務員の賃金は地域の民間賃金の目安になり、生活保護費の基準にもなります。全労働者の賃下げにつながります。公務員の賃下げ法案に反対します。


「国民の生命や財産を守るため増員を」
【団体賛同署名】

	団体名
	氏　名
	ひとこと

	日本婦人団体連合会
	会長

堀江 ゆり
	震災復旧で奮闘している国家公務員は今増員してほしいし、給与は減額すべきではありません。

	福島県母親連絡会
	会長　
山崎 満子
	国民の生命や財産を守るために身近なところで仕事をしている公務員の皆さんの賃下げは反対です。もっともっと増員してください。

	福島県教職員組合いわき支部
	支部長

新妻 邦彦
	公務員賃金の引き下げが民間賃金の引き下げにつながり、個人消費を冷え込ませ、地域経済に甚大な影響を与えます。復興財源は大企業への適性な課税、米軍予算を減らすこと。政党助成金を廃止すること等により確保すべきです。

	ＮＰＯ法人

働きたいみんなのネットワーク
	理事長
佐々木　浩
	私たち失業者、休職者の集まりのなかで弱者のレッテルを貼られ続けているが故にそれを利用しての国民分断、労働者分断の策動は公務員の賃金引き下げという労働条件問題以上に悪らつな狙いをもっている。わたしたちはこれを許せばみんなが不幸になる。頑張ってください。

	新日本婦人の会

茨城県本部
	会長

河野 恭子
	人事院勧告制度にもとづかない賃下げはルール破棄です。政府がすることではありません。約束違反、憲法違反の暴挙は許せません。

	新日本婦人の会

徳島県本部
	会長

中嶋 蓉子
	「財源不足」はつくられた理論。もっと切り込める財源はあります。賃金10％引き下げで公務員のやる気が失せることが心配です。再考とお願いするものです。

	新日本婦人の会

鳥取県本部
	会長

山内 淳子
	消費を冷えこませる賃下げ反対。復興財源は本当の無駄や金持ち大企業優遇、アメリカへの思いやり予算の見直しでつくるべし、国民は怒っています。

	日本機関紙印刷所労働組合
	執行委員長

柳澤　研
	労働者の賃金を確保し、内需を拡大させることが政府の行う道だと考えます。

	大分県医療・福祉労働組合連合会
	委員長

池田 康夫
	なにが財政事情だ。どこもEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ずさん),杜撰)な使い方をして来年度予算がとれないから今のうちに使え使えと言って調査もせず見直しもせず改善もせず財政が厳しくなったからと言って、なぜ我々労働者の賃金をカットされないといけないのか絶対反対。もっとマスコミを巻き込んで頑張らないとすべて賃金引き下げ、不当解雇が続きます。負けないで頑張りましょう。

	建交労東京都本部　片山組分会
	執行委員長
田畑　真
	政府が法律を守らず約束も守らない。こんなことは断じて許してはならいと思います。国家公務員が国民のためにしっかり仕事をしてもらい官製ワーキングプアもなくしていくこと、その為には賃金の引き下げではなく引き上げが必要と思います。

	日本光電工業労働組合
	執行委員長

飯塚　敦
	国家公務員の賃金が下がれば我々民間労働者にも波及します。連帯して阻止しましょう。

	名古屋市役所関連職員労働組合
	執行委員長
大橋 宗明
	大企業の内部留保244兆円こそ社会に役立つ運用が求められます。今日の経済成長政策をリードしたジョン・メイナード・ケインズが今日の過剰生産不況を1930年に警告しています。企業だけが儲かる社会に未来はありません。

	茨城自治労連下妻市嘱託職員労働組合
	執行委員長
本橋　治
	東日本大震災の復旧・復興と日本経済・社会の再生のために庶民大増税や賃金引き下げではなく、大企業大資産家の優遇税制を廃止し、軍事費の大幅削減、アメリカ軍への思いやり予算を無くし、無駄な大型公共事業を削減するなど国の予算を思い切って組み替える。何百兆円もの大企業の内部留保を活用するなど政府には国民に目を向けた政治を実行するよう強く求めます。

	自治労連芦屋市現業労働組合
	執行委員長
中西 篤子
	国の責任放棄であるいわれのない賃金引下げ法案は断固反対。私たちも積極的に法案反対運動に参加します。


この他に、国立環境研究所労働組合、水資源機構労働組合等から賛同署名が寄せられています。
以　上
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